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利益面につきましては、売上高の増加、原価低減ならびに経費削

減効果により、経常利益19億７千１百万円（前年同期比24.2％増）、

税引後の中間利益９億８百万円（前年同期比106.7％増）となりまし

た。

また、去る11月16日開催の取締役会におきまして、当上半期の実

績および下半期の見通しなどを勘案し、当期の中間配当金は前期の

中間配当金１株当たり３円から１円増額し、１株当たり４円とさせ

ていただきましたので、ご了承賜りますようお願い申し上げます。

全世界的なデフレ化が進行するなかにあって、日本経済は構造改

革と不況対策への同時対応をせまられております。急速に進行しつ

つある製造業の空洞化と競争力の低下、それによる輸出の減少など

から、景気の回復は当面期待し難いものと推測されます。ことに産

業全般の設備投資動向は、IT関連投資の一層の落ち込みや公共投資

の削減ならびに電力関連投資が引き続き低水準にあるなど、厳しい

状況が予想されます。しかしながら、環境規制の強化や環境保全意

識の高まりによる環境ビジネス市場の拡大、ならびに中国を中心と

したアジア地域の投資需要など新たなビジネスチャンスも見込まれ

ます。

このような厳しい事業環境のなか、オルガノグループは成長する

高収益企業グループを目指して、本年４月にスタートしたグループ

中期経営計画を実践してまいる所存であります。ことに環境ビジネ

ス分野で新しいコンセプトの新事業を本年度より立ち上げること、

ならびに成長著しい中国に本年７月開設した上海事務所を拠点にア

ジア現地法人と連携したグローバル展開を図ることに注力してまい

ります。

ダイナミックに変化する経済社会環境のなかにあって、オルガノ

グループは水と環境で世界に通用する企業となり、企業価値を常に

向上させ、社会に貢献する企業を目標としております。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のこ支援、ご鞭撻を

賜りますようお願い申し上げます。

平 成 13 年 12 月

代表取締役社長
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株主の皆様へ

株主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

ここに、当社第57期上半期（平成13年４月１日～平成13年９月30

日）の営業概況と中間決算につきましてご報告申し上げます。

世界的なIT不況の進行に加え、米国経済の低迷は国内製造業を中

心に深刻な影響を与え、企業収益の悪化や輸出の減少、それらの影

響を受けた設備投資の削減、雇用調整が実施されるなど、当上半期

における日本経済は全体として減速傾向にて推移してまいりました。

また株安や金融システムの不安ならびに失業率が最高水準を推移す

るなど、景気はますます悪化する様相を呈しております。

当社業績に影響が大きい設備投資動向につきましては、前期まで

の牽引役であった電子産業分野におけるIT関連の投資が大幅に減少

するなど総じて低調裡に終始いたしました。

このような状況のなかで、当社は収益性に重点をおいたグループ

経営戦略のもとに、顧客サービス体制の強化、低コスト体質の追求

ならびに新技術、新サービスの開発に取組んでまいりました。

その結果、当上半期の受注高は電子産業分野の設備投資減少の影

響を大きく受け、306億４千６百万円（前年同期比26.5％減）となり

ました。

売上高につきましては、主に電子産業向け水処理装置の期初受注

残が前年度より高水準からスタートしたことと、中・小型装置およ

び薬品類が増加傾向にあったことにより、332億１千６百万円（前年

同期比16.0％増）となりました。
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中間貸借対照表

期 別

科 目

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 お よ び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 ・ 製 品

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 装 置

土 地

そ の 他

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 等

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

前中間期

（平成12年9月30日現在）

当 中 間期

（平成13年9月30日現在）

前 期

（平成13年3月31日現在）

45,797
4,187
4,437

21,015
3,204
2,483

593
7,572

245
2,121

△ 63

25,771
20,525
8,046
1,571

10,256
650
532
418
113

4,713
3,488

43
225
71

558
436

△ 109

48,515
4,681
4,421

26,747
0

2,444
610

7,955
372

1,365

△ 84

26,257
19,592
7,534
1,276

10,199
582
432
333
99

6,231
2,514

41
225
40

3,147
393

△ 130

57,581
4,358
3,941

35,422
1,108
2,440

649
8,279

620
891

△ 131

26,873
19,955
7,777
1,363

10,199
615
489
384
105

6,428
3,321

41
224
54

2,511
395

△ 121

71,568 74,772 84,454

（注） （前中間期） （当中間期） （前　　期）
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 10,324百万円 10,984百万円 10,588百万円
(2) 担保に供している資産 493百万円 472百万円 483百万円
(3) 保証債務 199百万円 167百万円 193百万円
(4) 1株当たり中間（当期）利益 7円58銭 15円67銭 △ 8円92銭

（単位：百万円）

期 別

科 目

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等
前 受 金
賞 与 引 当 金
製品保証等引当金
そ の 他

固 定 負 債
転 換 社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金
法 定 準 備 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

剰 余 金
退 職 積 立 金
配 当 引 当 積 立 金
研 究 開 発 基 金
別 途 積 立 金
中間（当期）未処分利益
（うち中間（当期）利益）

その他有価証券評価差額金

負債および資本合計

資 本 合 計

負 債 合 計

前中間期

（平成12年9月30日現在）

当 中 間期

（平成13年9月30日現在）

前 期

（平成13年3月31日現在）

33,170
9,665
7,155
8,641

716
4,639

650
224

1,478
12,817
10,950

12
1,854
－

33,271
11,535
6,487
7,641

849
4,585

687
262

1,223
16,820
10,950

11
5,652

206

43,323
15,479
12,782
7,641
2,168
1,964

875
348

2,063
16,681
10,950

12
5,718
－

8,225
8,294
7,500

793
9,061

119
140
90

7,765
946

（439）
－

8,225
8,332
7,500

832
8,593

119
140
90

7,265
977

（908）
△ 471

8,225
8,311
7,500

811
7,913

119
140
90

7,765
△201

（△517）
－

71,568 74,772 84,454

45,987 50,092 60,004

25,580 24,679 24,450

（単位：百万円）

（平成13年9月30日現在）
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中間損益計算書 会 社 概 要（平成13年4月 1日から）平成13年9月30日まで

期 別

科 目

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販売費および一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
固 定 資 産 賃 貸 料
その他の営業外収益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息
その他の営業外費用

経 常 利 益

特 別 利 益
貸倒引当金戻入額
投資有価証券売却益
土 地 売 却 益

特 別 損 失
退職給付引当金繰入額
役員退職慰労引当金繰入額
施設利用権評価損
貸倒引当金繰入額
その他の特別損失

税引前中間（当期）利益
法人税、住民税および事業税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 （ 当 期 ）利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額
利 益 準 備 金 積 立 額
中間（当期）未処分利益

前 期

（平成12年4月 1日から）平成13年3月31日まで

当 中 間 期

（平成13年4月 1日から）平成13年9月30日まで

前 中 間 期

（平成12年4月 1日から）平成12年9月30日まで

28,634
28,634
27,169
21,938
5,230
1,465

33,216
33,216
31,218
25,955
5,262
1,997

343
12
80
91

158
221
37

120
63

1,587

211
19
87
94
9

237
40

120
76

1,971

65
－
65
－

828
485
－

200
96
45

37
37
－
－

280
－

177
4
－
98

218
－
65

152
5,023
4,529
－

240
121
131

825
758

△ 372
439
506
－
－
946

1,729
866

△ 45
908

69
－
－
977

△ 731
2,486

△ 2,701
△ 517

506
173
17

△ 201

74,526
74,526
70,610
59,508
11,101
3,915

750
27
86

188
448
592
90

240
261
4,073

（単位：百万円）

経

常

損

益

の

部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

特

別

損

益

の

部

創　　　　　業 昭和21年 5月 1日

資　　本　　金 8,225,499,312円

従　業　員　数 773名

主要な事業所

本　　　　社 東京都江東区新砂1丁目2番8号

本 郷 別 館 東京都文京区本郷5丁目5番16号

札 幌 支 店 札幌市東区北七条東5丁目8番37号

（北オルビル）

仙 台 支 店 仙台市青葉区一番町4丁目1番1号

（仙台セントラルビル）

名古屋支店 名古屋市中村区名駅4丁目5番20号

（第二堀内ビル）

大 阪 支 店 大阪市北区堂島1丁目5番17号

（堂島グランドビル）

広 島 支 店 広島市中区基町12番3号 （朝日生命広島ビル）

福 岡 支 店 福岡市中央区白金1丁目17番8号 （ＦＳ21ビル）

台 湾 支 店 新竹市光復路2段295號14樓之3

総合研究所 埼玉県戸田市川岸1丁目4番9号

工　　　　場 いわき、つくば、幸手

主要な事業内容 当社は総合水処理エンジニアリング会社とし

て、イオン交換樹脂、分離膜、活性炭等を使用

する各種用排水処理装置の製造、販売およびメ

ンテナンスならびに各種薬品類の製造、販売を

主な事業としております。

（平成13年9月30日現在）
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役 員 主要なグループ会社

地　　位 氏　　　名 担 当 ま た は 主 な 職 業

＊取締役社長

＊専務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常勤監査役

常勤監査役

監 査 役

監　査　役

橋 本 　 勉

柴 田 欣 男

松 浦 修 身

傳 田 正 彦

太 期 敏 之

小 堀 泰 清

田 代 　 圓

篠 原 宏 忠

中 川 博 勝

飯 塚 　 廣

平　原　征二郎

奥 川 克 巳

鶴 田 大 空

見 並 勝 佳

小 柴 　 勲

鬼 頭 和 夫

山 本 周 治

勇 　 政 宏

樫　田　吉　信

櫻　田　吉　則

プラント事業本部長、秘書室、人事部、
貿易管理室、環境安全品質保証部担当

経営管理部、法務特許部担当

技術生産本部長

大阪支店長兼技術部長

機能商品事業本部長

東ソー株式会社　代表取締役会長兼ＣＥＯ

経営企画部長、監査室、関連会社担当

プラント事業本部エレクトロニクス事業部長

プラント事業本部産業プラント事業部長

経営管理部長兼情報システム部長

機能材統括部長兼貿易管理室長、
研究開発部門担当

機能商品事業本部薬品事業部長

プラント事業本部環境事業部長

プラント事業本部電力事業部長

技術生産本部副本部長兼いわき工場長

東ソー株式会社　常勤監査役

大洋塩ビ株式会社　常勤監査役

（注） ＊印は代表取締役であります。

（国　　内）
北 海 道 オ ル ガ ノ 商 事 株 式 会 社 札　幌　市
東 北 オ ル ガ ノ 商 事 株 式 会 社 仙　台　市
東 京 オ ル ガ ノ 商 事 株 式 会 社 東　京　都
中 部 オ ル ガ ノ 商 事 株 式 会 社 名 古 屋 市
関 西 オ ル ガ ノ 商 事 株 式 会 社 吹　田　市
九 州 オ ル ガ ノ 商 事 株 式 会 社 福　岡　市
オルガノプラントサービス株式会社 東　京　都
株式会社ジェイ・オー・クリエイト 東　京　都
環 境 テ ク ノ 株 式 会 社 東　京　都

（海外現地法人）
Organo（Philippines）Incorporated フィリピン
Organo（Asia）Sdn. Bhd. マレーシア
PT. Organo Indonesia インドネシア
Organo（Singapore）Pte. Ltd. シンガポール
Organo（Thailand）Co., Ltd. タ　　　イ
Ortec Chemical Co., Ltd. ベ ト ナ ム
Organo（Europe）Limited イ ギ リ ス
Organo（UK）Limited イ ギ リ ス
Organo Toveko AB スウェーデン
Organo（America）Inc. ア メ リ カ

（平成13年9月30日現在）

ホームページ　http://www.organo.co.jp/
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中間連結財務諸表（ご参考） 株式についてのご案内

当上半期の連結決算業績は、収益性に重点をおいたグループ経
営戦略のもとに、顧客サービス体制の強化、低コスト体質の追求
ならびに新技術、新サービスの開発に取組んでまいりました。そ
の結果、売上高は393億７千３百万円（前年同期比10.3％増）、経
常利益21億３千４百万円（前年同期比16.1％増）、中間純利益９
億２千９百万円（前年同期比114.4％増）となりました。

中間連結貸借対照表（平成13年9月30日現在） （単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負債、少数株主持分および資本の部

流 動 資 産
現 金 お よ び 預 金
受取手形および売掛金
た な 卸 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有形固定資産
建物および構築物
その他の償却資産
土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
そ の 他

資 産 合 計

流 動 負 債
支払手形および買掛金
短 期 借 入 金
そ の 他

固 定 負 債
転 換 社 債
長 期 借 入 金
そ の 他

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 金
資 本 準 備 金
連 結 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分および資本合計

中間連結損益計算書 平成13年4月 1日から
平成13年9月30日まで（ ） （単位：百万円）

売 上 高
売 上 原 価
販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益
特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税および事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益

57,967
8,177

35,027
12,734
2,027
28,061 
20,773
7,941
2,068

10,696
66

638
6,648
2,315
4,333

86,028

40,854
22,530
9,732
8,591
17,762
10,950

288
6,523

58,616

290

8,225
7,500
11,977
△　474
△　106
△　 0

27,122

86,028

39,373
29,892
7,230

2,249

146
260

2,134

39
307

1,866

989
△ 48
△ 4

929

決 算 期

定 時 株 主 総 会

利 益 配 当 金 支 払
株 主 確 定 日

中間配当金を支払う
場合の株主確定日

株券に関する手数料

公 告 掲 載 新 聞

株式事務取扱場所

名義書換代理人

同 事 務 取 扱 所

同 取 次 所

上 場 証 券 取 引 所

3月31日

6月

毎年3月31日

毎年9月30日

株式名義書換　　　無　　　料

新 券 交 付　株券1枚につき200円

東京都において発行する日本経済新聞

〒105－8574

東京都港区芝三丁目33番1号

中央三井信託銀行株式会社

〒168－0063

東京都杉並区和泉二丁目8番4号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

（証券代行事務センター）

電　話（03）3323－7111（代表）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店・出張所

東京証券取引所（市場第一部）

（お知らせ）
平成13年10月１日施行の商法改正により、単位株制度が廃止さ
れ、単元株制度が新設されました。また額面株式制度が廃止さ
れ無額面株式となりましたが、この改正に伴う株主様のお手続
きは、一切不要です。


